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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

中間連結会計期間
第21期

中間連結会計期間
第20期

会計期間
自　2023年10月１日
至　2024年３月31日

自　2024年10月１日
至　2025年３月31日

自　2023年10月１日
至　2024年９月30日

売上高 （百万円） 8,977 26,186 46,880

経常利益 （百万円） 338 2,064 4,656

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（百万円） 193 1,401 3,170

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 361 1,428 3,235

純資産額 （百万円） 22,501 24,576 25,075

総資産額 （百万円） 45,322 59,488 47,063

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 4.42 32.24 72.44

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） 4.42 － 72.44

自己資本比率 （％） 48.8 40.6 52.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △13,646 △15,372 △5,932

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △38 55 141

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,970 11,659 2,581

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 13,206 15,054 18,710

（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　２　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）業績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、物価上昇が続いた一方で、人手不足を背景に雇用環境の改善が続い

たことから、個人消費は弱含みながらも緩やかな回復傾向となりました。また、３月には昨年に引き続き企業によ

る賃金上昇のニュースが相次いだことからも、実体を伴った緩やかな景気回復が継続することが期待されます。一

方で、1月に発足したトランプ政権による政策が先行きの不透明感を強めており、関税政策やロシアウクライナ戦

争の動向が実体経済に与える影響については、各国金融政策と合わせて注視する必要があります。

当社グループの属する不動産業界におきましては、売買・賃貸共に需要が強い状況が続きました。当社の供給す

る賃貸レジデンスのターゲットとなる単身者やDINKS層が都心に集中する傾向は継続しており、23区内の人口は増

加傾向にあります。

売買のマーケットにおいては、地価や建築費の上昇により新築分譲マンション価格も高騰が続いていることか

ら、特に東京都内においては中古物件および賃貸物件に対するニーズも堅調に推移しております。

日本銀行がマイナス金利政策の解除を発表して１年以上が経ちましたが、政策金利は欧米各国と比較して依然低

い水準で推移していることから、東京の不動産に対する投資需要も旺盛な状況が続いており、物件に対する期待利

回りも低水準で推移しております。そのため東京都内における開発用地や既存収益不動産の取得環境は非常に厳し

い状況が続きました。

このような状況の下、当社はこれまでと同様に、長期的に安定した需要の見込める東京都心エリアの都市型レジ

デンス開発用地及び収益不動産の仕入を積極的に行い、投資案件の大型化を進めてまいりました。

当中間連結会計期間における当社グループの経営成績は、売上高は26,186百万円(前年同期比191.7％増)、営業

利益は1,975百万円(前年同期比517.4％増)、経常利益は2,064百万円(前年同期比510.0％増)、親会社株主に帰属す

る中間純利益は1,401百万円(前年同期比623.3％増)という結果となりました。

 

セグメントの概況は次のとおりであります。

　（リアルエステート事業）

　　当社グループが展開するリアルエステート事業におきましては、開発プロジェクトや収益不動産をデベロッ

パーや一般事業法人等に売却してまいりました。また、「永福町プロジェクト」や「DeLCCS南青山Ⅱ」など42件

の開発用地及び収益不動産の仕入を当中間連結会計期間に行いました。今後に関する取引も順調に推移し、12件

の取得契約が完了しております。

　　以上の結果、売上高は24,236百万円（前年同期比249.1％増）、営業利益2,572百万円（前年同期比239.9％

増）となりました。

　（セールスプロモーション事業）

　　連結子会社の株式会社アルシエが展開するセールスプロモーション事業におきましては、引き続き子会社各社

において新規事業の開発を進めながら、派遣人材の採用を積極的に進めてまいりました。一方で、本部機能の集

約や取引先との契約の見直し等の合理化を進めた結果、コスト削減が進み、売上高は1,949百万円（前年同期比

4.3％減）、営業利益39百万円（前年同中間期は６百万円の営業損失）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

半期報告書

 3/20



(2）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。

（流動資産）

当中間連結会計期間末における流動資産の残高は、57,459百万円（前連結会計年度末比27.9％増）となりまし

た。これは主に、マンション開発用地の取得やマンション開発費用の発生により仕掛販売用不動産が2,487百万

円、販売用不動産が13,749百万円増加した一方で、現金及び預金が4,033百万円減少したことによるものです。

（固定資産）

当中間連結会計期間末における固定資産の残高は、2,028百万円（前連結会計年度末比5.6％減）となりまし

た。

（流動負債）

当中間連結会計期間末における流動負債の残高は、6,112百万円（前連結会計年度末比5.4％減）となりまし

た。これは主に、一年以内返済予定の長期借入金が839百万円、一年以内償還予定の社債が100百万円増加した

ことと、納税により未払法人税等が763百万円減少したことによるものです。

（固定負債）

当中間連結会計期間末における固定負債の残高は、28,798百万円（前連結会計年度末比85.5％増）となりま

した。これは主に、マンション開発用地及び収益不動産取得のための新規借入れにより長期借入金が13,334百

万円増加したことによるものです。

（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産の残高は、24,576百万円（前連結会計年度末比2.0％減）となりまし

た。これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益を1,401百万円計上した一方で、剰余金の配当を1,804百万

円行ったことによるものです。

なお、自己資本比率につきましては前連結会計年度末より11.8ポイント減少し40.6％となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

3,656百万円減少し、15,054百万円となりました。

また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は、15,372百万円（前年同期は13,646百万円の資金の減少）となりました。こ

れは主に、税金等調整前中間純利益を2,064百万円計上した一方で、マンション開発用地の仕入や収益不動産の

取得により棚卸資産が16,376百万円増加したことによるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により得られた資金は、55百万円（前年同期は38百万円の資金の減少）となりました。

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により得られた資金は、11,659百万円（前年同期は4,970百万円の資金の増加）となりました。これ

は主に、マンション開発用地や収益不動産取得のための長期借入れによる収入が26,623百万円あった一方で、

販売用不動産の売却に伴う長期借入金の返済による支出が12,449百万円あったことによるものです。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　　該当事項はありません。

 

(7）従業員数

　当中間連結会計期間において、当社グループの従業員数の著しい増減はありません。
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(8）生産、受注及び販売の実績

　当社グループは、リアルエステート事業とセールスプロモーション事業を主体としており、生産実績を定義する

ことが困難であり、かつ受注生産を行っておりませんので、生産実績及び受注実績の記載はしておりません。

　また、当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

リアルエステート事業 24,236 249.1

セールスプロモーション事業 1,949 △4.3

合計 26,186 191.7

　　　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　　　　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

株式会社レーサム － － 3,807 14.5

東通レジデンス合同会社 － － 3,470 13.3

大和ハウス工業株式会社 1,420 12.1 － －

東急リバブル株式会社 1,210 10.3 － －

 

(9）主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計画の著し

い変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 138,000,000

計 138,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2025年５月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,896,800 44,896,800
東京証券取引所

（プライム市場）

単元株式数は100株で

あります。

計 44,896,800 44,896,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　2024年10月１日～

2025年３月31日
- 44,896,800 - 4,125 - 4,055
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（５）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

有限会社ディアネス 東京都新宿区矢来町47番１号 15,965,400 36.67

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 4,517,800 10.38

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,079,400 2.48

阿部 幸広 東京都新宿区 1,039,100 2.39

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目９番７号 586,463 1.35

BNYM SA/NV FOR BNM FOR BNYM GCM

CLIENT ACCTS M ILM FE

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A 1HQ

UNITED KINGDOM

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

509,257 1.17

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 383,997 0.88

高橋 暁子 東京都新宿区 346,000 0.79

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 332,500 0.76

藤塚 知義 東京都港区 292,300 0.67

計 － 25,052,217 57.54

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,361,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,480,800 434,808 －

単元未満株式 普通株式 54,300 － －

発行済株式総数  44,896,800 － －

総株主の議決権  － 434,808 －

 

②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社ディア・ライフ
東京都千代田区九段北

一丁目13番５号
1,361,700 － 1,361,700 3.03

計 － 1,361,700 － 1,361,700 3.03

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年10月１日から2025年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,653 14,619

売掛金 398 422

有価証券 36 160

販売用不動産 14,139 27,889

仕掛販売用不動産 10,644 13,131

その他 1,042 1,235

流動資産合計 44,914 57,459

固定資産   

有形固定資産 195 181

無形固定資産   

のれん 302 250

その他 9 8

無形固定資産合計 312 258

投資その他の資産 1,641 1,588

固定資産合計 2,148 2,028

資産合計 47,063 59,488

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 357 366

短期借入金 1,065 600

１年内償還予定の社債 920 1,020

１年内返済予定の長期借入金 1,626 2,465

未払法人税等 1,361 598

その他 1,133 1,062

流動負債合計 6,463 6,112

固定負債   

社債 1,210 1,100

長期借入金 14,029 27,363

繰延税金負債 - 25

資産除去債務 29 29

その他 256 280

固定負債合計 15,524 28,798

負債合計 21,987 34,911

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,125 4,125

資本剰余金 4,941 4,986

利益剰余金 16,484 15,844

自己株式 △923 △854

株主資本合計 24,627 24,102

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 64 75

その他の包括利益累計額合計 64 75

非支配株主持分 383 398

純資産合計 25,075 24,576

負債純資産合計 47,063 59,488
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 8,977 26,186

売上原価 7,512 22,790

売上総利益 1,465 3,395

販売費及び一般管理費 ※ 1,145 ※ 1,419

営業利益 320 1,975

営業外収益   

有価証券運用益 81 163

投資有価証券売却益 14 22

持分法による投資利益 0 13

その他 8 19

営業外収益合計 106 217

営業外費用   

支払利息 76 121

長期前払費用償却 5 4

支払手数料 3 1

その他 1 0

営業外費用合計 87 128

経常利益 338 2,064

特別利益   

投資有価証券売却益 6 －

特別利益合計 6 －

特別損失   

固定資産除却損 3 －

特別損失合計 3 －

税金等調整前中間純利益 341 2,064

法人税、住民税及び事業税 48 552

法人税等調整額 110 94

法人税等合計 159 647

中間純利益 181 1,417

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△12 15

親会社株主に帰属する中間純利益 193 1,401

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

中間純利益 181 1,417

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 180 11

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 180 11

中間包括利益 361 1,428

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 373 1,412

非支配株主に係る中間包括利益 △12 15
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 341 2,064

減価償却費 159 157

のれん償却額 52 52

支払利息 76 121

持分法による投資損益（△は益） △0 △13

有価証券運用損益（△は益） △81 △163

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △21 △22

売上債権の増減額（△は増加） △17 △23

棚卸資産の増減額（△は増加） △12,087 △16,376

仕入債務の増減額（△は減少） △452 8

その他 96 226

小計 △11,934 △13,966

利息及び配当金の受取額 13 23

利息の支払額 △79 △139

法人税等の支払額 △1,646 △1,290

営業活動によるキャッシュ・フロー △13,646 △15,372

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2 －

定期預金の払戻による収入 21 －

有価証券及び投資有価証券の売買による収支（純

額）
△13 58

有形固定資産の取得による支出 △41 △2

無形固定資産の取得による支出 － △0

その他 △2 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △38 55

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 818 500

短期借入金の返済による支出 － △965

長期借入れによる収入 9,374 26,623

長期借入金の返済による支出 △3,109 △12,449

社債の発行による収入 － 800

社債の償還による支出 △10 △810

自己株式の取得による支出 △299 △0

配当金の支払額 △1,802 △2,039

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,970 11,659

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,714 △3,656

現金及び現金同等物の期首残高 21,920 18,710

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 13,206 ※ 15,054
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱に従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（追加情報）

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年４月１日以後開始する連結会計年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

　これに伴い、2026年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金資産及び

繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変更し計算しております。

　この税率変更に伴う当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（中間連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年10月１日

　　至 2024年３月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日

　　至 2025年３月31日）

役員報酬 167百万円 151百万円

給与手当 245 269

支払手数料 132 207

租税公課 282 457

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自 2023年10月１日
至 2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
至 2025年３月31日）

現金及び預金 12,861百万円 14,619百万円

預け金（流動資産その他） 344 434

現金及び現金同等物 13,206 15,054
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１　配当に関する事項

　2023年11月14日の取締役会において、次のとおり決議しております。

 ・普通株式の配当に関する事項

(1)配当金の総額　　　　　　1,804百万円

(2)１株当たり配当額　　　　　　  41円

(3)基準日　　　　　　 　2023年９月30日

(4)効力発生日 　　　　 2023年12月４日

(5)配当の原資　　　　　　　 利益剰余金
 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１　配当に関する事項

　2024年11月14日の取締役会において、次のとおり決議しております。

 ・普通株式の配当に関する事項

(1)配当金の総額　　　　　　 2,041百万円

(2)１株当たり配当額　　　　　　   47円

(3)基準日　　　　　　 　2024年９月30日

(4)効力発生日 　　　　  2024年12月３日

(5)配当の原資　　　　　　　 利益剰余金
 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自 2023年10月１日 至 2024年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    

   （単位：百万円）

 報告セグメント

合計

 
リアル

エステート
事業

セールスプロ

モーション

事業

売上高    

外部顧客への売上高 6,941 2,036 8,977

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 1 1

計 6,941 2,037 8,979

セグメント利益 756 △6 750

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益又は損失（△） 金額

報告セグメント計 750

セグメント間取引消去 1

全社費用（注） △431

中間連結損益計算書の営業利益 320

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ディア・ライフ(E04072)

半期報告書

14/20



Ⅱ　当中間連結会計期間（自 2024年10月１日 至 2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    

   （単位：百万円）

 報告セグメント

合計

 
リアル

エステート
事業

セールスプロ

モーション

事業

売上高    

外部顧客への売上高 24,236 1,949 26,186

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 1 1

計 24,236 1,951 26,188

セグメント利益 2,572 39 2,612

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益又は損失（△） 金額

報告セグメント計 2,612

セグメント間取引消去 －

全社費用（注） △636

中間連結損益計算書の営業利益 1,975

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係る費用であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
リアルエステート事業 セールスプロモーション事業

開発物件の売却 3,894 － 3,894

収益物件の売却 2,338 － 2,338

人材派遣 － 2,036 2,036

その他 298 － 298

顧客との契約から生じる収益 6,530 2,036 8,566

その他の収益 411 － 411

外部顧客への売上高 6,941 2,036 8,977

 

　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
リアルエステート事業 セールスプロモーション事業

開発物件の売却 6,142 － 6,142

収益物件の売却 17,313 － 17,313

人材派遣 － 1,949 1,949

その他 310 － 310

顧客との契約から生じる収益 23,766 1,949 25,715

その他の収益 470 － 470

外部顧客への売上高 24,236 1,949 26,186
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

(1）１株当たり中間純利益 4円42銭 32円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
193 1,401

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
193 1,401

普通株式の期中平均株式数（株） 43,825,438 43,470,691

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 4円42銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する

中間純利益調整額（百万円）
△0 －

普通株式増加数（株） － －

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年５月９日

株式会社ディア・ライフ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新　居　　幹　也

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海　上　　大　介

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社ディア・ライフの２０２４年１０月１日から２０２５年９月３０日までの連結会計年度の
中間連結会計期間（２０２４年１０月１日から２０２５年３月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、
すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ディア・ライフ及び連結子会社の２０２５年
３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レ
ビューを行った。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レ
ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果
たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立
場から中間連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビュー
の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他
の期中レビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと
信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性
が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸
表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ
ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
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・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含め
た中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を
入手する。監査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レ
ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去
するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上
 
 
（注）１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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